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総合事業の実態を調査
■問　全国では、介護報酬の切り
下げで、介護予防・日常生活支
援総合事業から撤退する介護事
業者が増えているとの報道があ
った。現場では総合事業は事業
者や利用者に使いにくい制度だ
との声がある。アンケートをと
り、実態をつかむべきでは。
■答　平成30年４月から５月に
かけて、総合事業の利用状況等
を把握するため、事業の指定を
受けている事業所にアンケート
を行った。併せて、人材確保、
育成、定着方法も含めた事業所
の状況について、実地指導の際
の聞き取りや関係団体等からの
情報収集、意見交換により、把

握に努めている。
　利用者へのアンケートは行っ
ていないが、今後は利用実態に
ついても把握していく。

※1ＳＩＢを活用した就労支援事業
2019年夏の開始に向け準備
■問　ＳＩＢの手法を用いた生涯
活躍就労支援事業を提案してい
るが、事業の対象者と成果指標
をどう想定しているのか。また、
開始時期は。
■答　高齢者を対象に開始し、ひ
とり親やがん患者など、課題を
抱えた人にも拡大していこうと
考えている。現時点の成果指標
は、就労に結び付いた高齢者数
や意識改革を行った企業数など

を想定しており、平成31年
（2019年）度夏ごろのサービス
開始をめどに準備を進めている。

※８企業主導型保育施設
調整区域でも設置を検討
■問　市街化調整区域の保育所の
設置は認可保育所に限られるが、
認可外の企業主導型保育所の設
置も認めるべきではないか。
■答　市街化調整区域は、市街化
を抑制する区域であるため、市
街化を促進するような施設は制
限されているが、周辺住民が利
用する施設は認められている。
　企業主導型保育施設も、周辺
住民が利用する小規模施設であ
れば認める方向で検討していく。

■問　崩れた裏山の復旧に※２治山
事業を使うということだが、具
体的な場所と復旧の内容は。崩
れそうな裏山は対象になるのか。
■答　北区と東区では、対象とな
る崩壊が21カ所発生し、その
うち17カ所の測量設計費等を
予算に計上している。復旧方法
は、測量設計を行った上で現地
の状況に応じた工法を検討する。
　なお、崩れていない場所は今
回の補正予算に含まれていない。

■問　補正予算に必要な一般財源
の約25億円は財政調整基金を
取り崩して繰り入れるが、今後
の財政運営に支障はないか。
■答　財政調整基金は、災害発生
時などに年度間の財源を調整す
るために積み立ててきたもので、
取り崩しは目的に沿っている。
今後、７月豪雨が財政に与える
影響を注視しながら、必要かつ
優先度が高い事業を着実に実施
できるよう財政運営を行いたい。

■問　被災者生活再建支援システ
ムを導入するメリットは。
■答　窓口業務や支援業務を行う
部署で、り災証明を発行した被
災者の状況を共有できる。被災
の程度に応じた支援メニューを
個別に把握することで、支援漏
れを防ぎ、迅速な対応や積極的
な支援の提供が可能となる。

■問　被災高齢者等の状況調査の
目的は。また、その結果をどう
施策に生かすのか。
■答　生活再建メニューを被災者
に知らせるとともに、日常生活
に課題を抱えている人を関係機
関につなぎ、継続的な支援を行
うことを目的としている。調査
で得たニーズ等は今後の対応手
法の検討などに生かしていく。

■問　住宅の応急修理の支給枠や
件数は。窓口、統括部署はどこ
か。工事金額の積算根拠は。
■答　実施件数に制限はないが、
800件分の予算を計上している。
本市の住宅課と建築指導課が窓
口になり、県の保健福祉課被災
者生活支援室が実施主体となる。
積算根拠はなく、業者の見積も
りを基に金額を決定し、社会通
念上問題なければ契約している。

７月豪雨での土砂災害現場７月豪雨での土砂災害現場

OKAYAMA CITY COUNCIL
個人質問／７月豪雨災害関連補正予算に対する質疑

質疑の中から、いくつかを取り上げて要旨を掲載

質疑とは…議題となっている事件について、疑義をただすために行う発言です。地方公共団体の行政全般に
　　　　　わたって所信等をただす「質問」とは異なります。

すべての質疑は市議会ホームページのインターネット
議会中継で配信しています。

７月豪雨災害関連
　補正予算に対する質疑
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委員会行政視察レポート

委 員会行政視察レポート
各委員会は担当する課題について、
さまざまな調査・研究を行い、市政
に反映させていきます

　本市では、平成30年度に岡山市本庁舎整備等基本構想の策
定に着手することとしており、先進事例として岐阜市で新庁舎
の整備について視察しました。
　また、合併で市域が広大となった愛知県豊田市では、住民主
体の地域経営を進めるための地域カルテと地域自治システムの
取り組みを、福井市では、商業施設への期日前投票所設置など
の投票率向上の取り組みについてを調査しました。

総務委員会

　浜松市では、発達支援広場「たんぽぽ広場」など、発達障害
に係る早期療育の取り組みについて調査しました。
　また、相模原市では、保育施設等への入所受付事務などの委
託化事業について調査し、千葉市では、住み慣れた地域で自分
らしい暮らしを人生の最後まで続けることができる地域包括ケ
アシステムの構築と、在宅医療・介護連携の推進について調査
しました。

保健福祉委員会

岐阜市役所岐阜市役所

相模原市役所相模原市役所

　新潟市では、市街化調整区域における企業立地についてと
「田園資源の12次産業化」について、大阪市では、大阪版
※９ＤＭＯによる観光まちづくりや、戦略的なＭＩＣＥ誘致の
推進などを行う大阪観光局事業について調査しました。
　また、取扱金額、取扱数量とも全国の中央卸売市場で上位に
位置する東京都中央卸売市場築地市場では、市場運営について
視察しました。

経済委員会

　浜松市では、守り育てる公共交通の取り組みについて、地域
バスの運行事業や公共交通の空白地域における有償運送事業に
ついて調査しました。
　また、京都市では、緑や歴史と調和したまちづくりを目指す、
市街化調整区域における地区計画制度の運用基準と現在の課題
や、決定している地区計画の事例と活用していくための工夫や
取り組みを調査しました。

建設委員会

東京都中央卸売市場築地市場東京都中央卸売市場築地市場

　大阪市では、学校教育ＩＣＴ活用事業について調査し、実際
に大阪市立大和田小学校でタブレット等を使用した授業を視察
し、千葉市では、ダイバーシティ推進事業について、現在の取
り組み等を調査しました。
　また、新潟市では、※10アーツカウンシル新潟について、設
置までの経緯、果たす役割等を調査するとともに、「りゅーと
ぴあ（新潟市民芸術文化会館）」を視察しました。

市民文教委員会

大阪市立大和田小学校大阪市立大和田小学校

浜松市役所浜松市役所

用語解説 ※８【企業主導型保育施設】
企業が主として従業員の子どもを預かるために設置する認可外保育施設

用語解説 ※９【ＤＭＯ（Destination Management/Marketing Organization）】
観光地経営の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、関係者と協同しながら、明確な
コンセプトに基づく観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に
実施するための調整機能を備えた法人

用語解説 ※10【アーツカウンシル】
高い専門性を持つスタッフが、芸術文化の振興
を目的に、各種文化芸術事業への助成を中心と
した支援を行う独立機関


